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（１）流域治⽔の取組状況について

４ 話題提供



流域治⽔の取組状況について
◇ 流域治⽔について

資料︓国⼟交通省
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◇ 流域治⽔の取組状況
〇一級⽔系（多摩川、鶴⾒川、相模川）
・国が主体となり、河川管理者及び流域市町村が参画する「流域治水協議会」を
⽴上げて、令和３年３⽉３０⽇に「流域治水プロジェクト」を公表した。

〇二級⽔系
・河川整備計画（策定予定含む）に基づき整備予定の11水系で、流域治水協議会を
設⽴し、令和３年度末までに、流域治⽔プロジェクトを段階的に策定・公表した。
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令和３年１月 県内全ての市町村が参画する神奈川県流域対策連絡協議会を開催
・流域ごとの流域治水協議会の設置に向けた準備を開始

３月 引地川水系流域治水プロジェクト公表（令和３年３月30日）
・全国の一級水系と同時に公表
４水系で流域治水協議会を設立（境川、酒匂川、帷子川、大岡川）
・流域治水プロジェクトの検討開始

６月 田越川水系で流域治水協議会を設立
８月 金目川水系、葛川水系で流域治水協議会を設立
９月 境川など４水系の流域治水プロジェクトを公表（令和３年９月22日）

・境川、酒匂川、帷子川、大岡川
10月 山王川水系など３水系で流域治水協議会を設立（11水系全てで設立）

・山王川、森⼾川、早川
令和４年３月 金目川水系など６水系の流域治水プロジェクトを公表（令和４年３月30日）

・⽥越川、⾦⽬川、葛川、森⼾川、山王川、早川

流域治⽔の取組状況について
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流域治⽔の取組状況について
No. ⽔系名 協議会構成団体 協議会設⽴状況 PJ公表状況
一級⽔系 ３⽔系／全３⽔系

1 多摩川 国、東京都、神奈川県、山梨県、31市町村 既存協議会 当初令和３年３月30日
更新令和４年３月31日

2 鶴見川 国、東京都、神奈川県、４市 既存協議会 当初令和３年３月30日
更新令和４年３月31日

3 相模川 国、神奈川県、山梨県、24市町村 令和２年８月19日 当初令和３年３月30日
更新令和４年３月31日

二級⽔系 11⽔系／全23⽔系

1 引地川
神奈川県、藤沢市、茅ケ崎市、大和市、海老名市、
座間市、綾瀬市

既存協議会 令和３年３月30日

2 境川
神奈川県、東京都、横浜市、相模原市、鎌倉市、
藤沢市、大和市、町田市

既存協議会 令和３年９月22日

3 帷子川 神奈川県、横浜市 令和３年３月26日 令和３年９月22日

4 大岡川 神奈川県、横浜市 令和３年３月26日 令和３年９月22日

5 酒匂川
神奈川県、小田原市、秦野市、南足柄市、大井町、
松田町、山北町、開成町、国

令和３年３月26日 令和３年９月22日

6 田越川 神奈川県、逗子市 令和３年６月25日 令和４年３月30日

7 金目川
神奈川県、平塚市、秦野市、厚木市、伊勢原市、
大磯町、中井町、国

令和３年８月13日 令和４年３月30日

8 葛川 神奈川県、平塚市、秦野市、大磯町、二宮町、中井町 令和３年８月13日 令和４年３月30日

9 森戸川 神奈川県、小田原市、大井町、松田町 令和３年10月28日 令和４年３月30日

10 山王川 神奈川県、小田原市 令和３年10月28日 令和４年３月30日

11 早川 神奈川県、小田原市、箱根町、国 令和３年10月28日 令和４年３月30日
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◇流域治⽔プロジェクトの策定状況
凡 例

策定済み（１級水系）
１級水系 ❶多摩川水系

➋鶴見川水系
➌相模川水系

【３水系策定／全３水系】

策定済み（２級水系）
２級水系 ①引地川水系

②帷子川水系
③大岡川水系
④境川水系
⑤酒匂川水系
⑥田越川水系
⑦金目川水系
⑧葛川水系
⑨森戸川水系
⑩山王川水系
⑪早川水系

【11水系策定／全23水系】

※ 残りの水系については、流域自治体
からの要望や河川整備計画の策定状況
等を踏まえ、適宜追加していく予定。

R4.3.30時点
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流域治⽔の取組状況について



国では、デジタル技術や新技術を活用し、防災・減災対策の質を飛躍的に向上させる
「流域治水ケタ違いＤＸプロジェクト」を推進しており、その一環で、浸水・越水
センサの開発が進められている。
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【関連】流域治⽔ケタ違いDXプロジェクトについて

出典︓国⼟交通省（抜粋）

※国交省がセンサーを用意し、設置費用・通信費用は現場もち

◇浸⽔センサ・越⽔センサの設置
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（２）河川の取組に関する広報について

４ 話題提供
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河川の取組に関する広報について

多くの皆様の避難⾏動に活用していただけるよう、河川の防災情報等に関するリー
フレットやチラシを作成し、市町村と連携して沿川住⺠や、コンビニ・スーパーな
どに配布するなど、積極的な広報に努めている。

＜令和４年度︓約2万９千部＞

◇ リーフレットやチラシの配布

広報にご協⼒いただいた市町におかれましては、来年度以降も、引き続き、よろ
しくお願いします。

また、このようなチラシ等の住⺠への配布や講習会等への活⽤を希望する市町村
がございましたら、河港課河川防災Gまで、ご連絡ください。

＜令和４年度︓約３万２千部＞ ＜令和４年度︓約３万部＞



10

河川の取組に関する広報について

地域の皆様が安心して暮らしていただけるように、河川の工事などの状況を丁寧に
お伝えしていくことが重要であることから、河川の取組の⾒える化に努めている。

◇ 河川の取組の⾒える化

【県河港課HPで流域治⽔プロジェクトの公表】
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河川の取組に関する広報について
◇ 河川の取組の⾒える化
【現地への事業PR看板の設置】

平塚⼟⽊事務所では、地域住⺠への情報発信の一環として、大磯町国府付近で実
施している不動川の河川改修事業（橋梁架替等）を紹介した看板を、現地に設置
している。

＜看板設置状況＞ ＜事業紹介＞
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河川の取組に関する広報について
◇ 河川の取組の⾒える化

【平塚市と連携した取組】
令和４年８⽉22⽇〜26⽇まで、平塚市役所多⽬的
ホールにて、県の河川事業を紹介するパネル展を実施。

【成 果】
今後もこのような機会があれば⽴ち寄りたいと思う
か、アンケートしたところ、「そう思う」「まあそう
思う」が約９割を占めた。

＜展示状況＞

＜全体紹介＞ ＜事業紹介＞ ＜スケジュール紹介＞
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河川の取組に関する広報について
◇ 河川の取組の⾒える化

【小田原市と連携した取組】
令和３年６⽉号の「広報おだわら」にて、
⼩⽥原市内を流れる県管理河川における
堤防の補強や堆積土砂の撤去について紹介
した。

＜広報おだわら紙面＞

【今後の予定】
令和５年度は、伊勢原市の広報紙にて、県
管理河川の取組みについて紹介できるよう
調整する。
また、平塚市では引き続きパネル展を開催
し紹介できるよう調整する。

河川の取組の⾒える化については、各市
町村の協⼒が必要です。

ご協⼒いただける市町村におかれまして
は、河港課河川防災Gまでご連絡ください。
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（３）神奈川県⽔防災戦略の改定について

４ 話題提供



神奈川県⽔防災戦略の改定について
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【策定の趣旨】
県では令和元年の台風第15号、第19号で甚大な被害を受け
たことを教訓として、風水害対策への備えを加速するため、
令和２年２⽉に「神奈川県水防災戦略」を策定。

【対象とする災害】
台風や豪⾬による洪水、⼟砂崩れ、⾼潮、暴風等に係る災害

【目標】
「水害からの逃げ遅れゼロ」
「県⺠のいのちを守り、財産・⽣活等への被害を軽減」



神奈川県⽔防災戦略の改定について
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現行戦略について

１ 緊急に実施することで被害を最⼩化するハード対策
→ 河川の緊急対応、漁港施設等の機能強化など概ね順調に達成。

２ 中⻑期的な視点で取組を加速させるハード対策
遊水地や流路のボトルネック箇所や⼟砂災害防止施設整備など

前倒し計画に基づき着実な推進が図られている。

３ 災害対応⼒の充実強化に向けたソフト対策
防災⾏政通信網の再整備、市町村への情報伝達体制の強化など、

着実な推進が図られている。



神奈川県⽔防災戦略の改定について
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戦略改定の趣旨

 線状降水帯による集中豪雨と洪水の頻発を踏まえたハード
整備の加速化、着実な推進の必要性

 気候変動による水害リスクに備えるため、流域全体のあら
ゆる関係者が協働する「流域治水」への転換

 熱海市の土石流災害を受けた盛土規制法の施行

 気象情報や防災に関わるデジタル技術の進展、警戒レベル
の見直しなど制度変更、感染症との複合災害への対応など、
避難をめぐる環境変化への対応

水害に関わる政策環境の変化への対応



神奈川県⽔防災戦略の改定について
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１ 緊急に実施するこ
とで被害を最小化さ
せるハード対策

２ 中長期的な視点で
取組を加速させる
ハード対策

３ 災害対応力の充実
強化に向けたソフト
対策

戦略の柱と見直しの視点

１被害軽減の取組を加速させるハード対策
事業の加速化が必要な対策を位置づけ
流域治水の視点による減災対策の推進

２災害対応⼒の充実強化に向けたソフト対策
政策環境の変化を踏まえた対策を新た
に位置づけ
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（４）県の災害応援協定について

４ 話題提供



県の災害時応援協定について
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主な協定
・ 災害時等における報道協力に関する協定
・ 災害時における帰宅困難者支援に関する協定書
・ 災害時における物資輸送等に関する協定書

市町村支援に利用できる協定もありますので、ぜひ一度ご相談ください。

主な協定
・ 応急食料の取扱いに関する協定書
・ 医薬品等の供給に関する協定書
・ 生活必需物資の調達に関する協定書

神奈川県(全庁)
協定数 619 （相手方 1428団体）

くらし安全防災局

県では災害応急対策等に対応するため
様々な事業者・団体と協定を締結しています。

協定数 145 （相手方 349団体）
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災害時における緊急輸送等に関する協定書
一般社団法人神奈川県バス協会

要請できる事項
⑴ 被災者（滞留者を含む。）等の輸送
⑵ 災害応急対策の実施のために必要な人員（県職員、市町村職員を含む。）及び携行する最小
限の資機材等の輸送
⑶ 上記のほか県が必要とする輸送支援

① 人員輸送

市町村 県 バス協会

支援要請

調整

調整

輸送用バスの派遣

県の災害時応援協定について
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市町村 県 東段工

支援要請

調整

調整

段ボール製品の供給

災害時における段ボール製品の調達に関する協定書
東日本段ボール工業組合

要請できる物資
⑴ 段ボール製簡易ベッド
⑵ 段ボール製シート
⑶ 段ボール製間仕切り
⑷ その他組合員の取り扱う商品

② 避難所運営用物資

県の災害時応援協定について


